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議案第８８号 

令和４年度登米市下水道事業会計補正予算（第３号） 

（総則） 

第１条 令和４年度登米市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次

に定めるところによる｡ 

（業務の予定量） 

第２条 令和４年度登米市下水道事業会計予算（以下「予算」とい

う。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する｡ 

（３）主な建設改良事業 （既決予定額） （補正予定額） （計） 

ア 管渠整備事業 532,766 千円 628 千円 533,394 千円

ウ 処理場施設整備事業 374,224 千円 △5,266 千円 368,958 千円

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。 

収     入 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第８款 下水道事業収益 3,655,197 千円 6,880 千円 3,662,077 千円

第２項 営業外収益 2,824,080 千円 6,880 千円 2,830,960 千円

支     出 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第９款 下水道事業費用 3,689,880 千円 3,386 千円 3,693,266 千円

第１項 営業費用 3,280,708 千円 3,386 千円 3,284,094 千円

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 898,607 千円は、当年度

分損益勘定留保資金 854,807 千円」を「不足する額 893,969 千円は、

過年度分損益勘定留保資金 228,187 千円、当年度分損益勘定留保資金

621,982 千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 
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支     出 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第１１款 資本的支出 3,228,454 千円 △4,638 千円 3,223,816 千円

第１項 建設改良費 1,021,990 千円 △4,638 千円 1,017,352 千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第５条 予算第９条に定めた議会の議決を経なければ流用することので

きない経費の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

職員給与費 142,529 千円 △1,252 千円 141,277 千円 

令和４年１１月２５日提出 

登米市長  熊 谷 盛 廣 
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予算に関する説明書 

                                       ページ 

１．令和４年度登米市下水道事業会計補正予算（第３号）実施計画         

（１）収益的収入及び支出                            ６ 

（２）資本的収入及び支出                            ８ 

２．令和４年度登米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（補正第３号）     ９ 

３．給与費明細書                                １０ 

４．令和４年度登米市下水道事業予定損益計算書                  １３ 

５．令和４年度登米市下水道事業予定貸借対照表                  １４ 

６．注記事項                                  １６ 

７．収益的収入及び支出見積書                          ２０ 

８．資本的収入及び支出見積書                          ２２ 

９．損益計算書の推移                              ２４ 

１０．貸借対照表の推移                               ２５ 
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（１）収益的収入及び支出

収　　入
（単位：千円）

款

3,655,197 6,880 3,662,077

1 営 業 収 益 831,117 0 831,117

1 下 水 道 使 用 料 803,941 0 803,941

2 他 会 計 負 担 金 26,266 0 26,266

9 そ の 他 営 業 収 益 910 0 910

2 営 業 外 収 益 2,824,080 6,880 2,830,960

1 受取利息及び配当金 6 0 6

3 他 会 計 補 助 金 1,491,931 0 1,491,931

5
負 担 金 補 助 金
及 び 補 償 金

10,839 0 10,839

6
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金

41,298 0 41,298

7 長 期 前 受 金 戻 入 1,271,697 0 1,271,697

8 退職給付引当金戻入益 8,213 6,880 15,093

99 雑 収 益 96 0 96

補正予定額既決予定額項 目

１．令和４年度登米市下水道事業会計補正予算（第３号）実施計画

計

８

下

水

道

事

業

収

益
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支　　出
（単位：千円）

款

3,689,880 3,386 3,693,266

1 営 業 費 用 3,280,708 3,386 3,284,094

1 管 渠 費 142,331 0 142,331

2 ポ ン プ 場 費 10,917 0 10,917

3 処 理 場 費 777,950 1,461 779,411

4
流 域 下 水 道
管 理 運 営 費 負 担 金

23,886 0 23,886

6 業 務 費 70,444 △ 3,195 67,249

7 総 係 費 78,167 5,120 83,287

8 減 価 償 却 費 2,173,171 0 2,173,171

9 資 産 減 耗 費 3,842 0 3,842

2 営 業 外 費 用 350,124 0 350,124

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

350,084 0 350,084

3 雑 支 出 40 0 40

3 特 別 損 失 44,048 0 44,048

4 臨 時 損 失 43,248 0 43,248

5 過 年 度 損 益 修 正 損 800 0 800

4 予 備 費 15,000 0 15,000

1 予 備 費 15,000 0 15,000

９

下

水

道

事

業

費

用

補正予定額既決予定額 計項 目
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（２）資本的収入及び支出

支　　出
（単位：千円）

款

11
3,228,454 △ 4,638 3,223,816

1 建 設 改 良 費 1,021,990 △ 4,638 1,017,352

1 管 路 整 備 費 532,766 628 533,394

2 ポ ン プ 施 設 整 備 費 25,000 0 25,000

3 処 理 施 設 整 備 費 374,224 △ 5,266 368,958

4
流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

2,000 0 2,000

8 災 害 復 旧 費 88,000 0 88,000

2 企業債償還金 2,185,132 0 2,185,132

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

2,181,001 0 2,181,001

2 そ の 他 の 企 業 債 4,131 0 4,131

3 基 金 積 立 金 21,332 0 21,332

1 基 金 積 立 金 21,332 0 21,332

資

本

的

支

出

補正予定額 計項 目 既決予定額
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（単位：千円）

既決予定額 補正後の予定額 比較増減

(令和３年度決算ベース)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 75,052 △ 71,547 3,505

減価償却費 2,173,171 2,173,171 0

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 42 △ 42 0

退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 8,213 △ 15,093 △ 6,880

賞与等引当金の増減額(△は減少) △ 279 124 403

長期前受金戻入額 △ 1,271,697 △ 1,271,697 0

受取利息及び受取配当金 △ 6 △ 6 0

支払利息 350,084 350,084 0

固定資産除却損益（△は益） 3,842 3,842 0

未収金の増減額(△は増加) 8,068 8,045 △ 23

前払金の増減額(△は増加) 96,195 96,195 0

未払金の増減額(△は減少) △ 10,173 △ 10,173 0

前受金の増減額(△は減少) △ 77 △ 77 0

小計 1,265,821 1,262,826 △ 2,995

利息及び配当金の受取額 6 6 0

利息の支払額 △ 350,084 △ 350,084 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 915,743 912,748 △ 2,995

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,302,561 △ 1,297,911 4,650

無形固定資産の取得による支出 △ 1,819 △ 1,819 0

基金の積立による支出 △ 21,332 △ 21,332 0

基金積立金の取崩による収入 20,877 20,877 0

国・県補助金による収入 451,674 451,674 0

分担金及び負担金による収入 35,736 35,736 0

未収金の増減額(△は増加) △ 110 △ 110 0

未払金の増減額(△は減少) △ 15,060 △ 15,060 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 832,595 △ 827,945 4,650

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

1,811,000 1,811,000 0

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 2,185,132 △ 2,185,132 0

他会計からの出資による収入 426,430 426,430 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 52,298 52,298 0

　 資金増加額 135,446 137,101 1,655

 　資金期首残高 368,457 368,457 0

　 資金期末残高 503,903 505,558 1,655

２．令和４年度登米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（補正第３号）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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３．給　与　費

　１　総　　括

給　　　　　与

特別職(※１) 一般職 報　酬 給　料

（人） （人） （千円） （千円）

12
(2)
19

146 68,498

12
(2)
19

146 70,306

0
(0)

0
0 △ 1,808

注：(　)内は再任用短時間勤務職員外書き

注：(※１)は上下水道事業運営審議会委員の総数を記載している。

時間外勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

（千円） （千円）

補 正 後 6,503 121

補 正 前 4,225 88

比 較 2,278 33

児童手当 寒冷地手当

（千円） （千円）

補 正 後 745 1,227

補 正 前 960 1,227

比 較 △ 215 0

２　給料及び職員手当の増減額の明細

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分

　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分

959

1,488

1,773

（千円）

扶養手当

△ 513

（千円）

職　員　数

区分

区　　　　　分

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　　　分
住居手当

2,286

補 正 後

補 正 前

比 較

区　　分

△ 529

増減額（千円）

給　　料

職員手当

△ 1,808

642

増減事由別内訳（千円）
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明　細　書

　　　　　費

　手　当(※２) 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

50,727 119,371 21,906 141,277

50,085 120,537 21,992 142,529

642 △ 1,166 △ 86 △ 1,252

注：(※２)は引当金繰入額を含む。

管理職手当 期末手当(※) 勤勉手当(※) 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,180 13,131 11,987 1,896

1,180 13,734 11,795 1,626

0 △ 603 192 270

退職給付費 合計

（千円） （千円）

11,205 50,727

11,476 50,085

△ 271 642

注：(※)は引当金繰入額を含む。

337

0

△ 2,145

969

△ 327

合　計法定福利費(※２)

備　　　　　　　　　考

令和４年人事院勧告に伴う影響額

会計間の人事異動等に伴う増減

令和４年人事院勧告に伴う影響額

会計間の人事異動等に伴う増減
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３　給料及び職員手当の状況
（１）職員一人当り給与

（２）初任給

企　業　職
（円） 行政職 労務職

高　校　卒 154,600 154,600 151,900
大　学　卒 185,200 185,200 －

（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）
１級 6 31.6
２級 3 15.8

(2) (100.0)
4 21.0

４級 4 21.0
５級 1 5.3
６級 1 5.3
７級 0 0.0

(2) (100.0)
19 100.0

１級 6 31.6
２級 2 10.5

(2) (100.0)
4 21.0

４級 5 26.3
５級 1 5.3
６級 1 5.3
７級 0 0.0

(2) (100.0)
19 100.0

注 :（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

（４）昇給
合　計 企業職

19 19
17 17

１号俸（人） 0 0
２号俸（人） 0 0
３号俸（人） 1 1
４号俸（人） 16 16

89.5% 89.5%
19 19
17 17

１号俸（人） 0 0
２号俸（人） 0 0
３号俸（人） 0 0
４号俸（人） 17 17

89.5% 89.5%

（５）期末手当・勤勉手当
支給率計

６月（月分） 12月（月分） 　　 （月分）
補正後 2.150(1.125) 2.250(1.175) 4.40(2.300)
補正前 2.150(1.125) 2.150(1.125) 4.30(2.250)

一般会計の制度 2.150(1.125) 2.250(1.175) 4.40(2.300)
注 :（　）内は再任用短時間勤務職員の支給率

区　　　　分 企業職

補　　正　　後
令和４年４月１日現在

　平均給料月額（円） 278,917
　平均給与月額（円） 303,461
　平均年齢（歳） 38歳０月

補　　正　　前
令和４年４月１日現在

　平均給料月額（円） 286,868
　平均給与月額（円） 314,829
　平均年齢（歳） 39歳10月

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

区分
企業職

補正後

３級

合計

補正前

３級

有
有
有

補正前

職員数（Ａ）（人）
昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号俸数別内訳

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

区　　　分
支給期別支給率

区　　分
一般会計の制度（円）

区　　　分

合計

制度上の段階、職務の
級等による加算措置

補正後

職員数（Ａ）（人）
昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号俸数別内訳
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(単位：千円）
１  営業収益
（１）  下水道使用料 730,857
（２）  他会計負担金 26,266
（３）  その他営業収益 910 758,033

２  営業費用
（１）  管渠費 129,445
（２）  ポンプ場費 9,930
（３）  処理場費 717,464
（４）  流域下水道管理運営費負担金 21,715
（５）  業務費 61,649
（６）  総係費 82,081
（７）  減価償却費 2,173,171
（８）  資産減耗費 3,842 3,199,297

営業利益 △ 2,441,264

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 6
（２）  他会計補助金 1,491,931
（３）  負担金補助金及び補償金 10,839
（４）  長期前受金戻入 1,271,697
（５）  退職給付引当金戻入益 15,093
（６）  雑収益 88 2,789,654

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 350,084
（２）  雑支出 29,805 379,889 2,409,765

経常利益 △ 31,499

５  特別損失
（１）  臨時損失 39,319
（２）  過年度損益修正損 729 40,048 △ 40,048

６  当年度純利益（△損失） △ 71,547

７  前年度繰越利益剰余金（△欠損金） △ 177,836

８  当年度未処分利益剰余金（△欠損金） △ 249,383

４．令和４年度登米市下水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 780,046

イ  建　　　物 1,888,387

  減価償却累計額 △ 179,752 1,708,635

ウ  構　築  物 59,519,622

  減価償却累計額 △ 5,084,152 54,435,470

エ  機械及び装置 5,805,947

  減価償却累計額 △ 1,422,768 4,383,179

オ  車 両 運 搬 具 255

  減価償却累計額 △ 88 167

カ  工具器具及び備品 5,956

  減価償却累計額 △ 4,085 1,871

キ  建設仮勘定 226,749

 有形固定資産合計 61,536,117

(2) 無形固定資産

ア  施設利用権 339,006

イ  電話加入権 17,496

 無形固定資産合計 356,502

(3) 投資その他の資産

ア  基金 96,282

 投資その他の資産合計 96,282

 固 定 資 産 合 計 61,988,901

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 505,558

(2)  未 収 金 115,212

 貸倒引当金 △ 3,084 112,128

(3)  その他流動資産 10

流 動 資 産 合 計 617,696

資  産  合  計 62,606,597

５．令和４年度登米市下水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 105,108

 企業債合計 23,363,349

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 115,484

 引当金合計 115,484

 固 定 負 債 合 計 23,478,833

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 4,178

 企業債合計 2,204,007

(2) 未　払　金 141,450

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 8,358

 引当金合計 8,358

(4) その他流動負債 233

流 動 負 債 合 計 2,354,048

５  繰　延　収　益

 長期前受金 39,104,272

 収益化累計額 △ 3,952,634

 繰延収益合計 35,151,638

負   債   合   計 60,984,519

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 繰入資本金（出資金） 1,117,502

資  本  金  合  計 1,117,502

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 29,736

イ  受益者分担金及び負担金 12,227

ウ  国・県補助金 649,900

エ  他会計繰入金 44,600

オ  その他資本剰余金 17,496

資 本 剰 余 金 合 計 753,959

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処理欠損金 249,383

利 益 剰 余 金 合 計 △ 249,383

剰   余   金   合   計 504,576

資    本     合     計 1,622,078

負  債  資  本  合  計 62,606,597

23,258,241

2,199,829
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６．注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針 

   令和２年度より地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法   定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           8年 ～ 50年 

       構築物          10年 ～ 50年 

       機械及び装置       6年 ～ 35年 

       車両           4年 

       工具器具及び備品     3年 ～ 5年 

(2) 無形固定資産  

     ・減価償却の方法   定額法 

       施設利用権        45年 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（129,410 千円）から、宮城県市町

村職員退職手当組合における積立金相当額（13,926 千円）を控除した額を計上している。 

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備える

ため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該事業

年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、1,235,215千円である。 
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Ⅲ セグメント情報 

 １ 報告セグメントの概要 

   登米市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事

業、特定地域生活排水処理事業、及び個別排水処理事業を運営していることから、５つの報告

セグメントとしている。 

   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

公共下水道事業 汚水及び雨水処理業務 

特定環境保全公共下水道事業 汚水及び雨水処理業務 

農業集落排水事業 汚水及び雨水処理業務 

特定地域生活排水処理事業 汚水処理業務 

個別排水処理事業 汚水処理業務 

 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度 （自 令和４年４月１日  至 令和５年３月31日）   （単位：千円 税抜） 

Ⅳ リース契約により使用する固定資産 

 １ リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理としている。 

   未経過リース料相当額は、下記の通り。 

   (1)所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１年内    30千円 

  １年超   2,280千円  

  合計    2,310千円  

項目 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業

農業集落
排水事業

特定地域生活
排水処理事業

個別排水
処理事業

合計

営業収益 260,885 233,528 187,798 71,458 4,364 758,033

営業費用 917,397 918,718 1,103,165 238,317 21,700 3,199,297

営業損益 △ 656,512 △ 685,190 △ 915,367 △ 166,859 △ 17,336 △ 2,441,264

経常損益 11,155 △ 10,146 △ 20,007 △ 12,420 △ 81 △ 31,499

セグメント資産 21,412,662 18,871,039 20,603,438 1,658,881 60,577 62,606,597

セグメント負債 20,743,124 18,367,602 20,141,800 1,680,965 51,028 60,984,519

その他の項目

　一般会計繰入金

　（収益的収入） 441,974 431,454 468,645 157,006 19,118 1,518,197

　（資本的収入） 158,454 172,517 93,851 75 1,533 426,430

　減価償却費 675,650 646,827 777,004 68,609 5,081 2,173,171

　特別利益 0 0 0 0 0 0

　特別損失 434 245 2,930 36,434 5 40,048

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額 990,264 100,517 9,092 198,583 1,273 1,299,729
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Ⅴ その他の注記 

１ 賞与等引当金の取崩し 

令和４年度において、職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費

として8,234千円を使用する見込みである。 
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７．収 益 的 収 入

収　　入

8 下水道事業 3,655,197 6,880 3,662,077
収 益

2 営 業 外 収 益 2,824,080 6,880 2,830,960

8 退 職 給 付 8,213 6,880 15,093
引当金戻入益

 支　　出

9 下水道事業 3,689,880 3,386 3,693,266
費 用

1 営 業 費 用 3,280,708 3,386 3,284,094

3 処 理 場 費 777,950 1,461 779,411

6 業 務 費 70,444 △ 3,195 67,249

7 総 係 費 78,167 5,120 83,287

千円 千円 千円

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

既決予定額 補正予定額 計款 項 目

千円 千円 千円
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及 び 支 出 見 積 書

1 退 職 給 付 6,880 退職給付引当金戻入益 6,880
引 当 金 戻 入 益

1 職 員 給 与 費 1,374 一般職員　６名
　給料 12
　手当 960
　法定福利費 400
　退職手当組合負担金 2

2 賞 与 等 引 当 金 87 賞与等引当金繰入額 87
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 △ 2,914 一般職員　１名
　給料 △ 1,593
　手当 △ 648
　法定福利費 △ 433
　退職手当組合負担金 △ 240

2 賞 与 等 引 当 金 △ 281 賞与等引当金繰入額 △ 281
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 4,523 一般職員　９名
　給料 2,447
　手当 906
　法定福利費 801
　退職手当組合負担金 369

2 賞 与 等 引 当 金 597 賞与等引当金繰入額 597
繰 入 額

千円

区　　分 金　額
千円

節
説　　明

区　　分
説　　明

節
金　額

千円千円
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８．資 本 的 収 入

 支　　出

11 資本的支出 3,228,454 △ 4,638 3,223,816

1 建 設 改 良 費 1,021,990 △ 4,638 1,017,352

1 管 路 整 備 費 532,766 628 533,394

3 処 理 施 設 374,224 △ 5,266 368,958
整 備 費

款 項 目

千円 千円 千円

既決予定額 補正予定額 計
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及 び 支 出 見 積 書

4 事 務 費 628 職員給与費（一般職員　２名）
　給料 21
　手当 545
　法定福利費 59
　退職手当組合負担金 3

4 事 務 費 △ 5,266 職員給与費（一般職員　３名）
　給料 △ 2,695
　手当 △ 1,170
　法定福利費 △ 996
　退職手当組合負担金 △ 405

千円千円

区　　分
説　　明

節
金　額

-23-



Ａ Ｂ

令和４年度 令和４年度 Ｃ Ｄ

補正第３号 補正第２号 Ａ－Ｂ 伸び率

1 Ａ 営業収益 758,033 758,033 0 0.0%

2 １下水道使用料 730,857 730,857 0 0.0%

3 ２他会計負担金 26,266 26,266 0 0.0%

4 ３その他営業収益 910 910 0 0.0%

5 Ｂ 営業費用 3,199,297 3,195,922 3,375 0.1%

6 １管渠費 129,445 129,445 0 0.0%

7 ２ポンプ場費 9,930 9,930 0 0.0%

8 ３処理場費 717,464 716,006 1,458 0.2%

9 ４流域下水道管理運営費負担金 21,715 21,715 0 0.0%

10 ５業務費 61,649 64,851 △ 3,202 -4.9%

11 ６総係費 82,081 76,962 5,119 6.7%

12 ７減価償却費 2,173,171 2,173,171 0 0.0%

13 ８資産減耗費 3,842 3,842 0 0.0%

14 Ｃ 営業利益（Ａ－Ｂ） △ 2,441,264 △ 2,437,889 △ 3,375 -0.1%

15 Ｄ 営業外収益 2,789,654 2,782,774 6,880 0.2%

16 １受取利息及び配当金 6 6 0 0.0%

17 ２他会計補助金 1,491,931 1,491,931 0 0.0%

18 ４負担金補助金及び補償金 10,839 10,839 0 0.0%

19 ５長期前受金戻入 1,271,697 1,271,697 0 0.0%

20 ６退職給付引当金戻入益 15,093 8,213 6,880 83.8%

21 ７雑収益 88 88 0 0.0%

22 Ｅ 営業外費用 379,889 379,889 0 0.0%

23 １支払利息 350,084 350,084 0 0.0%

24 ２雑支出 29,805 29,805 0 0.0%

25 Ｆ 経常利益（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） △ 31,499 △ 35,004 3,505 10.0%

26 Ｇ 特別損失 40,048 40,048 0 0.0%

27 Ｈ 当年度純利益（Ｆ－Ｇ） △ 71,547 △ 75,052 3,505 4.7%

28 Ｉ
前年度繰越利益剰余金
(令和３年度決算額)

△ 177,836 △ 177,836 0 0.0%

29 Ｊ 当年度末未処分利益剰余金 △ 249,383 △ 252,888 3,505 1.4%

９．損　益　計　算　書　の　推　移
（単位：千円）

列 項    目

比較増減
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（単位：千円）

Ａ Ｂ
列 項      目 令和４年度 令和４年度 Ｃ Ｄ

補正第３号
補正第２号

(令和３年度決算ベース)
Ａ－Ｂ 伸び率

1 固 定 資 産 61,988,901 61,993,551 △ 4,650 0.0%

2    有形固定資産 61,536,117 61,540,767 △ 4,650 0.0%

3       土地 780,046 780,046 0 0.0%

4       建物 1,708,635 1,708,635 0 0.0%

5       構築物 54,435,470 54,434,842 628 0.0%

6       機械・装置 4,383,179 4,388,457 △ 5,278 -0.1%

7       車両運搬具 167 167 0 0.0%

8       工具・器具・備品 1,871 1,871 0 0.0%

9       建設仮勘定 226,749 226,749 0 0.0%

10     無形固定資産 356,502 356,502 0 0.0%

11     投資その他の資産 96,282 96,282 0 0.0%

12 流 動 資 産 617,696 616,018 1,678 0.3%

13    現金預金 505,558 503,903 1,655 0.3%

14    未収金 115,212 115,189 23 0.0%

15    貸倒引当金 △ 3,084 △ 3,084 0 0.0%

16 　 その他流動資産 10 10 0 0.0%

17 資 産 合 計 (1+12) 62,606,597 62,609,569 △ 2,972 0.0%

（単位：千円）

18 固 定 負 債 23,478,833 23,485,713 △ 6,880 0.0%

19    企業債 23,363,349 23,363,349 0 0.0%

20    退職給付引当金 115,484 122,364 △ 6,880 -5.6%

21 流 動 負 債 2,354,048 2,353,645 403 0.0%

22    企業債(1年以内に償還期限が到来するもの) 2,204,007 2,204,007 0 0.0%

23    未払金 141,450 141,450 0 0.0%

24    賞与等引当金 8,358 7,955 403 5.1%

25    その他流動負債 233 233 0 0.0%

26 繰 延 収 益 35,151,638 35,151,638 0 0.0%

27    長期前受金 35,151,638 35,151,638 0 0.0%

28 負 債 合 計 (18+21+26) 60,984,519 60,990,996 △ 6,477 0.0%

29 資  本  金 1,117,502 1,117,502 0 0.0%

30       繰入資本金（出資金） 1,117,502 1,117,502 0 0.0%

31 剰  余  金 504,576 501,071 3,505 0.7%

32    資本剰余金 753,959 753,959 0 0.0%

33       受贈財産評価額 29,736 29,736 0 0.0%

34       受益者分担金及び負担金 12,227 12,227 0 0.0%

35       国・県補助金 649,900 649,900 0 0.0%

36 　　　他会計繰入金 44,600 44,600 0 0.0%

37 　　　その他資本剰余金 17,496 17,496 0 0.0%

38    利益剰余金（△欠損金） △ 249,383 △ 252,888 3,505 1.4%

39       当年度未処分利益剰余金（△欠損金） △ 249,383 △ 252,888 3,505 1.4%

40 資 本 合 計 (29+31) 1,622,078 1,618,573 3,505 0.2%

41 負 債 ・ 資 本 合 計 62,606,597 62,609,569 △ 2,972 0.0%

10．貸 借 対 照 表 の 推 移
資産の部

比較増減

負債・資本の部
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